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令和８年熊本地震により被災された皆様へ心からお見舞い申し上げます。
これからの復旧・復興に向け、市議会も一丸となり全力で取り組んでまいります。
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令和８年熊本地震発生後の市議会活動

令和８年
熊本地震
発生

議会運営委員会

●７月 28日、午後４時 27分
　熊本地方を震源とする最大震度７（マグニチュード７．１※暫
定値）の地震が発生。本市では震度６強を観測しました。
　市内においては、停電、断水、家屋の倒壊等が発生し、甚大
な被害を受けました。即日、市において災害対策本部を設置、
避難所が開設されるとともに、避難所支援、被害状況の確認及
び復旧作業が開始されました。

●８月５日
　議会運営委員会を開催しました。令和８年第３回定例会の日
程は、７月 27日に実施した議会運営委員会により、８月 25日
開会、９月９日閉会の会期 16日間として決定していましたが、
震災を受け、日程変更の協議を行うため開催したものです。
　その結果、８月 28日開会、９月４日閉会、さらに執行部の
災害対応に配慮し、一般質問及び特別委員会を自粛、会期８日
間とすることを決定しました。
　また、執行部から現時点の避難所の状況、被災者支援の状況
及び対応の報告等を併せて受けました。
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全員協議会

令和８年
第３回定例会

●８月 12日
　全員協議会を開催し、執行部から令和８年熊本地震に伴う状
況報告を受けました。
　総務部、企画財政部、市民環境部、健康福祉部、経済部、建設部、
教育部それぞれの部署で把握している被害状況、市の関連施設
の被害状況など、多岐にわたる情報の報告がありました。
　会議の中では、議員から災害ごみの搬出についてや、ふるさ
と納税熊本地震災害支援代理受付状況、義援金の受付状況など
様々な質問が出ました。

●８月 28日～９月４日
　令和８年第３回定例会を開催しました。
　会期を短縮し、８日間としました。震災関連の条例、予算等
を審議、可決・承認し、閉会しました。
・８月28日：開会
・８月31日：経済建設常任委員会
・９月 １日：文教厚生常任委員会
・９月 ２日：総務市民常任委員会
・９月 ４日：閉会

※ふるさと納税代理
受付：被災自治体
に代わり、被災し
ていない自治体が
寄附を受け付け、
事務処理を代行す
る協力関係の仕組
みです。
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　令和８年熊本地震の影響により、市の災害対応に配慮し、第３回定例会を８月28日から９月４日まで、一
般質問及び特別委員会を自粛し８日間の会期で短縮して開催しました。
　市長提出議案として、宇土市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条
例等の一部を改正する条例など条例関係８件、予算関係11件、決算関係２件、人事案件１件、専決処分の報
告及び承認５件、その他１件が上程され、いずれも原案のとおり決定しました。
　議案の主な内容は下記のとおりです。なお、各委員会での審査内容は、７～９ページに、議決結果は13ペー
ジに記載しています。

令和８年　第３回定例会

専
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分
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０
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例

◆
宇
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市
特
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保
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型
保
育
事
業
の
運
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す
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一
部
改
正

　

特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域
型
保
育

事
業
並
び
に
特
定
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
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【
関
係
条
例
】

・
第
１
条
関
係　

宇
土
市
特
定
教
育
・
保
育
施
設

及
び
特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
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準
を
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る
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・
第
２
条
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宇
土
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庭
的
保
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及
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運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

・
第
３
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土
市
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庭
的
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育
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等
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設
備
及
び
運
営
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関
す
る
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準
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定
め
る
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

【
主
な
内
容
】

１　

満
３
歳
以
上
限
定
小
規
模
保
育
事
業
の
創
設

（
第
１
条
及
び
第
２
条
改
正
）

・
小
規
模
保
育
事
業
に
つ
い
て
、
３
歳
児
か
ら

５
歳
児
の
み
を
対
象
と
す
る
事
業
を
新
た
に

規
定

・
従
来
の
０
歳
か
ら
２
歳
児
ま
で
を
対
象
と
す

る
小
規
模
保
育
事
業
を
満
３
歳
未
満
等
小
規

模
保
育
事
業
と
し
て
整
理

２　

小
規
模
保
育
事
業
所
Ａ
型
等
に
お
け
る
み
な

し
保
育
士
の
適
用
拡
大（
第
２
条
改
正
）

・
理
学
療
法
士
等
の
専
門
職
の
配
置
に
関
す
る

特
例
基
準
の
整
備

３　

職
員
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基
準
の
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に
係
る
経
過
措
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第
３
条
改
正
）

・
小
規
模
保
育
事
業
所
Ａ
型
等
に
お
け
る
３
歳

児
に
係
る
職
員
配
置
基
準
に
関
す
る
経
過
措

置
に
つ
い
て
、
期
限
を
令
和
９
年
度
末
と
明

示

【
施
行
日
】　

公
布
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日
ほ
か

◆
宇
土
市
立
幼
稚
園
一
時
預
か
り
保
育
条
例
の
一

部
改
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子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
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伴
い
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済
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担
の
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図
る

た
め
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例
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。

【
主
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容
】

・
一
時
預
か
り
保
育
料
の
無
償
化
に
係
る
上
限
額

の
変
更

　
〔
変
更
前
〕利
用
１
日
当
た
り
４
５
０
円（
月
額

１
１
、
３
０
０
円
）

　
〔
変
更
後
〕利
用
１
日
当
た
り
４
９
０
円（
月
額

１
２
、
３
０
０
円
）

【
施
行
日
】　

令
和
８
年
10
月
１
日

◆
宇
土
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部
改
正

　

第
１
号
被
保
険
者
の
介
護
保
険
料
減
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手
続
を

簡
素
化
す
る
た
め
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の
。

【
主
な
内
容
】

・
介
護
保
険
料
の
減
免
に
つ
い
て
、
規
則
で
定
め

る
場
合
は
申
請
を
不
要
と
す
る
規
定
を
追
加

【
施
行
日
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公
布
の
日

◆
宇
土
市
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益

の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る

条
例

　

特
定
非
常
災
害
に
よ
る
災
害
の
被
害
者
の
権
利

利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
を
定
め

る
た
め
、
条
例
を
制
定
す
る
も
の
。

【
主
な
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容
】

・
災
害
の
発
生
日
以
後
に
満
了
す
る
行
政
上
の
権

利
利
益
に
つ
い
て
、
告
示
等
に
よ
り
そ
の
満
了

日
を
延
長
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
。

・
災
害
に
よ
り
義
務
が
期
限
内
に
履
行
さ
れ
な

か
っ
た
場
合
、
免
責
期
限
ま
で
に
履
行
さ
れ
れ

ば
行
政
上
及
び
刑
事
上
の
責
任
は
問
わ
れ
な
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も
の
と
す
る
。

【
施
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日
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公
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日

予　
　

算

◆
令
和
８
年
度
宇
土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第

５
号
）

　

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
３
億
１
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し
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２
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、
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主
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。
主
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和
８
年
熊
本
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震
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額
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事

◆
宇
土
市
教
育
委
員
会
の
委
員
の
任
命（
任
期
４

年
）

　

長
尾　

忠　

さ
ん

・
令
和
８
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
12
年
９
月
30

日
ま
で
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◆令和８年度宇土市一般会計補正予算（第５号）
　歳入歳出それぞれ3億1,411万5千円を増額し、総額を267億8,934万円とする。
※財源内訳：特定財源とは、国県支出金のような使途が特定されている財源のこと、一般財源とは、地方税のような使途
が特定されていない財源のことをいう。 （単位：千円）
費　目

（歳出概要） 補正額 補正額の財源内訳※ 歳出の主なもの
（　）内は補正額 ▲は減額特定財源 一般財源

議 会 費 2,591 2,591 職員給（2,591）
総 務 費 70,929 6,467 64,462 地域生活圏形成リーディング事業（5,000）、減債基金経費（85,632）
民 生 費 195,281 13,651 181,630 健康福祉館施設改修事業（12,249）
衛 生 費 ▲2,064 ▲ 2,064 清掃総務費　一般経費（▲820）
農林水産業費 ▲62,564 ▲ 50,004 ▲ 12,560 水利施設管理強化事業（6,400）、住吉地区埋立整備事業（▲68,500）
商 工 費 2,956 2,956 職員給（2,956）
土 木 費 67,265 67,265 道路維持　一般経費（30,000）、公営住宅維持管理経費（13,500）
消 防 費 ▲4,488 ▲ 4,488 常備消防費（▲4,013）
教 育 費 44,209 34,397 9,812 地区公民館施設改修事業（16,671）、学校給食調理経費（22,773）
合　　計 314,115 4,511 309,604

宇土市企業立地特別奨励金条例の一部改正
　物価高騰による社会経済情勢の変化及び市の財政事情等を踏まえ、企業立地の促進と財政負担の均衡を
図るため、条例を改正するもの。
【主な内容】
１　企業立地に係る奨励金制度の対象業種について見直し、工場、情報サービス事業施設、旅館、研究施
設等を明記
２　指定要件の見直し
・施設等の新設、増設のみを対象とし、移設を対象外とする。
・施設等の新設の面積要件の見直し
　〔変更前〕　2,000㎡以上
　〔変更後〕　5,000㎡以上
・施設等の投下固定資産総額の要件の見直し
　〔変更前〕　５億円以上
　〔変更後〕　10億円以上
・増設の要件に、操業開始の日における新規雇用者が20人以上で、そのうち市内に住所を有する者が
25％以上であることを加える。

３　設備投資促進奨励金の見直し
〔変更前〕

区分 投下固定資産総額 奨励金の額

新設

５億円以上７億円未満 ７千万円
７億円以上 10億円未満 １億円
10億円以上 15億円未満 １億５千万円
15億円以上 20億円未満 ２億円
20億円以上 ３億円

増設又は移設 ５億円以上 20億円未満 投下固定資産総額× 10／ 100
（1,000 万円未満の端数切り捨て）

20億円以上 ３億円
〔変更後〕

区分 投下固定資産総額 奨励金の額（３億円を限度）

新設又は増設（備考を除く。） 10億円以上 投下固定資産総額×２／ 100
（1,000 万円未満の端数切り捨て）

備考
１　新設のうち、旅館で客室数 150 室以上の場合
　投下固定資産総額× 15／ 100（1,000 万円未満の端数切り捨て）
２　増設のうち、操業開始の日における新規雇用者が 100 人以上であり、そのうち市内に住所を有す
る者が 50％以上の場合

　投下固定資産総額× 10／ 100（1,000 万円未満の端数切り捨て）
【施行日】　公布の日
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令和 8年熊本地震関連事業
　今定例会で議決した補正予算の事業の中から、地震関連の事業を一部抜粋しました。

災害廃棄物の処分等に係る費用 21億8,820万円
　令和８年熊本地震により発生した災害廃棄物に係る災害廃棄物仮置場の
管理・運営に当たり委託を行うもの。
・災害廃棄物分別作業委託料
・災害廃棄物収集・運搬委託料
・災害廃棄物処分委託料
・仮置き場現場管理警備委託料
・警備委託料　　　　　　　　　　　　　等

一般会計補正予算第３号（７月29日専決）分

り災証明書等発行や被害認定調査業務等に係る費用
5,903万８千円

　令和８年熊本地震に伴うり災証明書・被災証明書の発行業務及び被害認定調査業務に係る必要経費を
計上するもの。
・現地調査等業務委託料
・自動車借上料
・消耗品費
・燃料費
・通信運搬費（郵便料）　　　
・備品購入費　　　　　　　　等

一般会計補正予算第３号（７月29日専決）分

住宅の応急修理に係る費用 ２億2,768万３千円
　災害救助法に基づき県から事務委任を受けた、被災者の応急救助のための経費を計上するもの。
・応急修理委託料
・通信運搬費
・消耗品費
・会計年度任用職員報酬　　　　等

一般会計補正予算第４号（８月10日専決）分

被災した道路、河川等の復旧費用 ４億6,202万円
　令和８年熊本地震により被災した道路、河川等の復旧を図るための必要経費を計上するもの。
・道路等（インフラ）応急敷設処置委託料
・看板製作・設置・撤去等委託料
・土砂撤去・伐採業務委託料
・測量設計業務委託料　　
・工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

一般会計補正予算第３号（７月29日専決）、第６号（９月４日議決）分

01

02

03

04

6うと市議会だより　第95号



員委 報会 告
　

総
務
市
民
常
任
委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し

た
議
案
に
つ
き
ま
し
て
、
去
る
９
月
２
日
、
本

委
員
会
を
開
催
し
審
査
を
行
い
ま
し
た
の
で
、

そ
の
審
査
の
経
過
及
び
結
果
に
つ
い
て
御
報
告

申
し
上
げ
ま
す
。

　

本
委
員
会
に
付
託
さ
れ
ま
し
た
案
件
は
、
条

例
関
係
３
議
案
、
予
算
関
係
３
議
案
、
専
決
処

分
の
報
告
及
び
承
認
２
議
案
の
合
計
８
議
案
で

あ
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
）﹈

　

当
委
員
会
所
管
の
主
な
も
の
を
申
し
上
げ
ま

す
。

　

令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策
事
業
と
し

て
、
総
務
費
４
億
５
、
０
９
０
万
４
千
円
、
民

生
費
８
、
１
０
５
万
円
、
衛
生
費
21
億
９
、
５

７
０
万
円
、
消
防
費
７
９
２
万
円
、
災
害
復
旧

費
３
５
０
万
円
を
そ
れ
ぞ
れ
増
額
す
る
も
の
で

あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し
て
、
地

方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）﹈

　

当
委
員
会
所
管
の
主
な
も
の
を
申
し
上
げ
ま

す
。

　

地
方
交
付
税
に
お
い
て
、
特
別
交
付
税
を

８
、
５
５
８
万
８
千
円
、
繰
入
金
に
お
い
て
、

財
政
調
整
基
金
繰
入
金
を
９
万
８
千
円
増
額
す

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例

　

こ
れ
は
、
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
条

例
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

宇
土
市
認
可
地
縁
団
体
印
鑑
の
登
録
及
び
証
明

に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正

　

こ
れ
は
、
地
方
自
治
法
施
行
規
則
の
改
正
に

伴
い
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

宇
土
市
国
民
健
康
保
険
条
例
の
一
部
改
正

　

こ
れ
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に

感
染
し
た
被
保
険
者
等
に
係
る
傷
病
手
当
金
に

関
す
る
規
定
の
見
直
し
に
伴
い
、
条
例
を
改
正

す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第

５
号
）

　

当
委
員
会
所
管
の
主
な
も
の
を
申
し
上
げ
ま

す
。

　

議
会
費
で
は
、
職
員
給
と
し
て
２
５
９
万
１

千
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

総
務
費
で
は
、
地
域
生
活
圏
形
成
リ
ー
デ
ィ

ン
グ
事
業
と
し
て
５
０
０
万
円
を
増
額
す
る
も

の
で
あ
り
ま
す
。

　

民
生
費
で
は
、
職
員
給
与
等
繰
出
金
と
し
て

７
４
２
万
９
千
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。

　

衛
生
費
で
は
、
清
掃
総
務
費　

一
般
経
費
と

し
て
82
万
円
を
減
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

消
防
費
で
は
、
常
備
消
防
費
と
し
て
４
０
１

万
３
千
円
を
減
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
基
幹
系
電
算
シ
ス
テ
ム
経
費
に

つ
い
て
は
、
年
度
内
の
事
業
完
了
が
困
難
で
あ

る
こ
と
か
ら
、
繰
越
明
許
費
の
設
定
を
行
っ
て

お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し
て
、
地

方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

補
正
予
算
（
第
１
号
）

　

補
正
額
は
、
７
４
２
万
９
千
円
を
増
額
す
る

も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
43
億
７
、
１
６
７

万
３
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
人
事
異
動
に
伴
う
人
件
費
の
組
替

え
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会

計
補
正
予
算
（
第
１
号
）

　

補
正
額
は
、
２
８
３
万
２
千
円
を
減
額
す
る

も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
７
億
３
、
１
７
７

万
７
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
人
事
異
動
に
伴
う
人
件
費
の
組
替

え
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

以
上
が
、
総
務
市
民
常
任
委
員
会
に
付
託
を

受
け
ま
し
た
議
案
の
概
要
で
あ
り
ま
す
が
、
本

委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し
た
議
案
に
つ
い
て

は
、
全
会
一
致
で
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
及

び
可
決
い
た
し
ま
し
た
。

総
務
市
民
常
任
委
員
会

総
務
部
・
企
画
財
政
部
・
市
民
環
境
部

行
政
委
員
会
な
ど
を
所
管

委
員
長　

中
口　

俊
宏　

副
委
員
長　

浦
本　

晴
美

委　
　

員　

山
村　

保
夫　

藤
井　

慶
峰

　
　
　
　
　

野
口　

修
一　

柴
田　

正
樹

避難所（ecowin 宇土アリーナ）

7 令和８年11月１日



員委 報会 告
　

経
済
建
設
常
任
委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し

た
議
案
に
つ
き
ま
し
て
、
去
る
８
月
31
日
、
本

委
員
会
を
開
催
し
審
査
を
行
い
ま
し
た
の
で
、

そ
の
審
査
の
経
過
及
び
結
果
に
つ
い
て
御
報
告

申
し
上
げ
ま
す
。

　

本
委
員
会
に
付
託
さ
れ
ま
し
た
案
件
は
、
決

算
の
認
定
２
議
案
、
条
例
関
係
2
議
案
、
予
算

関
係
３
議
案
、
専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認
４

議
案
、
そ
の
他
１
議
案
の
合
計
12
議
案
で
あ
り

ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
２
号
）﹈

　

こ
れ
は
、
災
害
復
旧
費
に
お
い
て
、
令
和
８

年
梅
雨
前
線
豪
雨
災
害
対
策
経
費
と
し
て
、

２
、
５
０
０
万
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
）﹈

　

当
委
員
会
所
管
の
も
の
を
申
し
上
げ
ま
す
。

　

令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策
事
業
と
し

て
、
民
生
費
１
、
３
０
０
万
円
、
農
林
水
産
業

費
５
０
０
万
円
、
土
木
費
１
、
７
３
０
万
円
、

災
害
復
旧
費
３
億
６
、
９
０
１
万
２
千
円
を
そ

れ
ぞ
れ
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し

て
、
地
方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）﹈

　

補
正
額
は
、
収
益
的
支
出
３
、
３
０
０
万
円

を
増
額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
７
億

６
、
１
８
８
万
６
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策
事

業
の
増
額
補
正
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
下
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算（
第
１
号
）﹈

　

補
正
額
は
、
収
益
的
支
出
７
、
０
５
０
万
円

を
増
額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
11
億

４
、
６
８
９
万
９
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
資
本
的
支
出
に
つ
い
て
は
、
３
、
１

０
０
万
円
を
増
額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総

額
は
、
８
億
１
、
５
８
７
万
１
千
円
で
あ
り
ま

す
。

　

い
ず
れ
も
、
令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策

事
業
に
よ
る
補
正
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
７
年
度
宇
土
市
水
道
事
業
会
計
決
算
の
認

定
　

令
和
７
年
度
水
道
事
業
決
算
は
、
総
収
益
６

億
６
、
７
１
４
万
円
、
総
費
用
６
億
１
、
７
０

９
万
円
で
あ
り
、
当
年
度
純
利
益
は
５
、
０
０

５
万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
７
年
度
宇
土
市
下
水
道
事
業
会
計
決
算
の

認
定

　

令
和
７
年
度
下
水
道
事
業
決
算
は
、
総
収
益

10
億
８
５
７
万
円
、
総
費
用
９
億
３
、
０
９
０

万
円
で
あ
り
、
当
年
度
純
利
益
は
７
、
７
６
７

万
円
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
条
例
の
整
備
に
関
す
る
条
例

　

こ
れ
は
、
地
方
自
治
法
の
改
正
に
伴
い
、
条

例
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

宇
土
市
企
業
立
地
特
別
奨
励
金
条
例
の
一
部
改

正
　

こ
れ
は
、
物
価
高
騰
に
よ
る
社
会
経
済
情
勢

の
変
化
及
び
市
の
財
政
事
情
等
を
踏
ま
え
、
企

業
立
地
の
促
進
と
財
政
負
担
の
均
衡
を
図
る
た

め
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

令
和
７
年
度
準
用
河
川
船
場
川（
南
段
原
工

区
）改
修
工
事
請
負
契
約
の
変
更
契
約
の
締
結

　

こ
れ
は
、
令
和
７
年
７
月
１
日
に
議
決
さ
れ

た
令
和
７
年
度
準
用
河
川
船
場
川（
南
段
原
工

区
）改
修
工
事
の
実
施
に
伴
い
、
設
計
の
一
部

を
変
更
し
て
実
施
す
る
必
要
が
生
じ
た
た
め
、

契
約
金
額
を
変
更
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第

５
号
）

　

当
委
員
会
所
管
の
主
な
も
の
を
申
し
上
げ
ま

す
。

　

農
林
水
産
業
費
で
は
、
水
利
施
設
管
理
強
化

事
業
と
し
て
６
４
０
万
円
を
増
額
し
、
住
吉
地

区
埋
立
整
備
事
業
と
し
て
６
、
８
５
０
万
円
を

減
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

商
工
費
で
は
、
職
員
給
と
し
て
２
９
５
万
円

６
千
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

土
木
費
で
は
、
道
路
維
持
一
般
経
費
と
し
て

３
、
０
０
０
万
円
、
河
川
総
務
一
般
経
費
と
し

て
１
、
１
２
０
万
円
を
増
額
す
る
も
の
で
あ
り

ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
浜
戸
川
沿
線
水
閘
門
操
作
管
理

に
要
す
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
債
務
負
担
行
為

の
設
定
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し
て
、
地

方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
水
道
事
業
会
計
補
正
予
算

（
第
２
号
）

　

補
正
額
は
、
収
益
的
支
出
22
万
８
千
円
を
増

額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
７
億
６
、

２
１
１
万
４
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
人
事
異
動
に
伴
う
人
件
費
の
組
替

え
に
よ
る
増
額
補
正
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
下
水
道
事
業
会
計
補
正
予

算（
第
２
号
）

　

補
正
額
は
、
収
益
的
支
出
に
つ
い
て
、
５
５

５
万
円
を
増
額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総
額

は
11
億
５
、
２
４
４
万
９
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
資
本
的
支
出
に
つ
い
て
は
、
６
３
０

万
５
千
円
を
減
額
す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総

額
は
８
億
９
５
６
万
６
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

い
ず
れ
も
、
人
事
異
動
に
伴
う
人
件
費
の
組

替
え
に
よ
る
補
正
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　

以
上
が
、
経
済
建
設
常
任
委
員
会
に
付
託
を

受
け
ま
し
た
議
案
の
概
要
で
あ
り
ま
す
が
、
本

委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し
た
議
案
の
う
ち
、

議
案
第
75
号
は
賛
成
多
数
、
そ
の
他
の
議
案
は

全
会
一
致
で
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
、
認
定

及
び
可
決
い
た
し
ま
し
た
。

経
済
建
設
常
任
委
員
会

経
済
部
・
建
設
部
・
農
業
委
員
会
を
所
管

委
員
長　

佐
美
三　

洋

副
委
員
長　

土
黒　

功
司

委　
　

員　

福
田　

慧
一　

村
田　

宣
雄

　
　
　
　
　

西
田　

和
徳　

中
野　

洋
一
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員委 報会 告
　

文
教
厚
生
常
任
委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し

た
議
案
に
つ
き
ま
し
て
、
去
る
９
月
１
日
、
本

委
員
会
を
開
催
し
審
査
を
行
い
ま
し
た
の
で
、

そ
の
審
査
の
経
過
及
び
結
果
に
つ
い
て
御
報
告

申
し
上
げ
ま
す
。

　

本
委
員
会
に
付
託
さ
れ
ま
し
た
案
件
は
、
条

例
関
係
３
議
案
、
予
算
関
係
２
議
案
、
専
決
処

分
の
報
告
及
び
承
認
２
議
案
の
合
計
７
議
案
と

陳
情
１
件
で
あ
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
）﹈

　

当
委
員
会
所
管
の
主
な
も
の
に
つ
い
て
申
し

上
げ
ま
す
。

　

令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策
事
業
と
し

て
、
民
生
費
１
億
８
、
８
６
０
万
１
千
円
、
教

育
費
１
億
２
、
１
７
６
万
７
千
円
、
災
害
復
旧

費
４
、
５
８
６
万
４
千
円
を
、
そ
れ
ぞ
れ
増
額

す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し

て
、
地
方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

専
決
処
分
の
報
告
及
び
承
認﹇
令
和
８
年
度
宇

土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
４
号
）﹈

　

こ
れ
は
、
令
和
８
年
熊
本
地
震
災
害
対
策
事

業
と
し
て
、
民
生
費
２
億
２
、
７
６
８
万
３
千

円
、
衛
生
費
２
億
１
、
３
９
７
万
１
千
円
を
、

そ
れ
ぞ
れ
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し

て
、
地
方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

宇
土
市
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域

型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る

条
例
等
の
一
部
改
正

　

こ
れ
は
、
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定

地
域
型
保
育
事
業
並
び
に
特
定
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
施
設
等
の
運
営
に
関
す
る
基
準
等
の
改

正
に
伴
い
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の
で
あ
り
ま

す
。

宇
土
市
立
幼
稚
園
一
時
預
か
り
保
育
条
例
の
一

部
改
正

　

こ
れ
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
施
行
令

等
の
改
正
に
伴
い
、
利
用
に
係
る
経
済
的
負
担

の
軽
減
を
図
る
た
め
、
条
例
を
改
正
す
る
も
の

で
あ
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
一
般
会
計
補
正
予
算（
第

５
号
）

　

当
委
員
会
所
管
の
、
主
な
も
の
に
つ
い
て
申

し
上
げ
ま
す
。

　

民
生
費
で
は
、
健
康
福
祉
館
施
設
改
修
事
業

と
し
て
１
、
２
２
４
万
９
千
円
、
性
被
害
防
止

対
策
に
係
る
設
備
等
支
援
事
業
と
し
て
15
万
円

を
、
そ
れ
ぞ
れ
増
額
す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

教
育
費
で
は
、
地
区
公
民
館
施
設
改
修
事
業

１
、
６
６
７
万
１
千
円
、
学
校
給
食
調
理
経
費

２
、
２
７
７
万
３
千
円
を
、
そ
れ
ぞ
れ
増
額
す

る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
健
康
福
祉
館
施
設
改
修
事
業
な

ど
３
事
業
に
つ
い
て
は
、
年
度
内
の
事
業
完
了

が
困
難
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
繰
越
明
許
費
の
設

定
を
行
っ
て
お
り
、
健
康
福
祉
館
指
定
管
理
に

要
す
る
経
費
な
ど
３
事
業
に
要
す
る
経
費
に
つ

い
て
は
、
債
務
負
担
行
為
の
設
定
を
行
っ
て
お

り
ま
す
。

　

そ
の
ほ
か
、
必
要
な
財
源
措
置
と
し
ま
し

て
、
地
方
債
の
補
正
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。

令
和
８
年
度
宇
土
市
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正

予
算（
第
１
号
）

　

補
正
額
は
、
２
、
８
６
６
万
７
千
円
を
増
額

す
る
も
の
で
、
補
正
後
の
総
額
は
41
億
４
、
０

０
８
万
２
千
円
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
れ
は
、
人
事
異
動
に
伴
う
人
件
費
の
組
替

え
及
び
介
護
給
付
費
等
に
係
る
国
・
県
支
出
金

過
年
度
返
還
金
の
増
額
補
正
で
あ
り
ま
す
。

宇
土
市
介
護
保
険
条
例
の
一
部
改
正

　

こ
れ
は
、
第
１
号
被
保
険
者
の
介
護
保
険
料

減
免
手
続
を
簡
素
化
す
る
た
め
、
条
例
を
改
正

す
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

　

以
上
が
、
文
教
厚
生
常
任
委
員
会
に
付
託
を

受
け
ま
し
た
議
案
の
概
要
で
あ
り
ま
す
が
、
本

委
員
会
に
付
託
を
受
け
ま
し
た
議
案
は
、
全
会

一
致
で
全
て
原
案
の
と
お
り
承
認
・
可
決
い
た

し
ま
し
た
。

請
願
・
陳
情（
地
域
社
会
に
貢
献
す
る
シ
ル
バ
ー

人
材
セ
ン
タ
ー
の
決
意
と
支
援
の
要
望
に
つ
い

て
）

　

賛
成
多
数
で
採
択
と
い
た
し
ま
し
た
。

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

健
康
福
祉
部
・
教
育
委
員
会
を
所
管

委
員
長　

園
田　

茂　

副
委
員
長　

杉
本　

寛

委　
　

員　

樫
﨑　

政
治　
　

宮
原　

雄
一

　
　
　
　
　

今
中　

真
之
助　

小
崎　

憲
一

学校施設の被災の様子
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員委 報会 告

《
本
委
員
会
に
つ
い
て
》

　

令
和
６
年
12
月
定
例
会
に
お
い
て
、
９
名
の
委
員
で
設
置

さ
れ
、
本
委
員
会
の
前
身
と
な
る
議
会
改
革
検
討
会
の
目
的

を
引
き
継
ぎ
、「
議
員
定
数
」、「
議
員
報
酬
」、「
費
用
弁
償
」、

「
選
挙
運
動
費
用
に
対
す
る
公
費
負
担
」及
び「
女
性
議
員
が

増
え
る
た
め
の
取
組
」と
い
っ
た
五
つ
の
テ
ー
マ
を
主
と
す

る
議
会
改
革
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
、
適
正
な
判
断
を
行

う
た
め
、
さ
ら
な
る
調
査
・
研
究
に
取
り
組
ん
で
き
た
。

最
終
報
告

◆
本
委
員
会
設
置
以
降
、
計
11
回
の
委
員
会
を
開
催
し
、
７

つ
の
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、鋭
意
調
査
検
討
を
重
ね
て
き
た
。

令
和
７
年
９
月
に
は
、
本
委
員
会
で
取
り
扱
う
テ
ー
マ
の

う
ち
、
執
行
部
へ
の
要
望
の
必
要
が
あ
る
も
の
と
し
て
、

優
先
し
て
協
議
を
行
っ
た「
議
員
報
酬
」及
び「
選
挙
運
動

費
用
に
対
す
る
公
費
負
担
」に
つ
い
て
の
協
議
結
果
を
中

間
報
告
と
し
て
、議
長
に
報
告
を
行
っ
た
。
そ
し
て
今
回
、

７
つ
の
テ
ー
マ
全
て
の
協
議
が
終
了
し
、
第
11
回
委
員
会

で
審
議
・
作
成
さ
れ
た
最
終
報
告
書
を
議
長
に
提
出
し
、

所
期
の
目
的
を
達
成
し
た
。

・
議
員
報
酬

　

議
員
の
な
り
手
不
足
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
中
、
議
員
報

酬
の
見
直
し
に
つ
い
て
、
協
議
を
重
ね
て
き
た
が
、
本
市
の

報
酬
額
が
類
似
市
と
比
較
し
て
極
端
に
低
い
わ
け
で
も
な

く
、
ま
た
、
物
価
高
騰
が
続
い
て
い
る
中
、
報
酬
の
引
き
上

げ
に
市
民
に
納
得
い
た
だ
け
る
か
疑
問
で
あ
る
た
め
、
議
員

報
酬
に
つ
い
て
は
、
現
状
維
持
と
す
る
。

・
選
挙
運
動
費
用
に
対
す
る
公
費
負
担

　

多
く
の
自
治
体
で
公
費
負
担
が
進
ん
で
い
る
こ
と
を
踏
ま

え
、
選
挙
運
動
用
自
動
車
の
使
用
、
選
挙
運
動
用
ビ
ラ
の
作

成
及
び
選
挙
運
動
用
ポ
ス
タ
ー
の
作
成
に
要
す
る
費
用
に
対

す
る
公
費
負
担
を
市
長
及
び
選
挙
管
理
委
員
会
に
要
望
す

る
。

※
公
費
負
担
に
つ
い
て
は
、
宇
土
市
議
会
議
員
及
び
宇
土
市

長
の
選
挙
に
お
け
る
選
挙
運
動
の
公
費
負
担
に
関
す
る
条

例
を
、
令
和
８
年
第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
新
た
に
制
定

し
、
補
正
予
算
と
し
て
一
定
額
を
計
上
済
み
。

・
議
員
定
数

　

議
員
定
数
の
増
減
に
つ
い
て
は
、
定
数
を
減
ら
せ
ば
市
民

の
意
見
が
届
き
に
く
く
な
る
こ
と
や
、
定
数
を
増
や
し
た
場

合
に
は
、
議
員
報
酬
と
同
様
に
市
民
の
理
解
が
得
ら
れ
る
か

疑
問
が
あ
る
、
な
ど
の
意
見
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら

の
意
見
を
総
合
的
に
鑑
み
て
、
現
状
維
持
と
す
る
こ
と
が
妥

当
と
結
論
付
け
た
。

・
費
用
弁
償

　

以
前
は
支
給
さ
れ
て
い
た
が
、
平
成
28
年
に
廃
止
に
な
っ

て
お
り
、
廃
止
か
ら
10
年
も
経
っ
て
い
な
い
こ
の
時
期
に
、

復
活
さ
せ
る
の
は
い
か
が
な
も
の
か
、
と
の
意
見
が
多
数

あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
費
用
弁
償
の
要
望
は
行
わ
な
い
。

・
女
性
議
員
が
増
え
る
た
め
の
取
組

　

ク
オ
ー
タ
制
度
に
よ
る
女
性
枠
設
定
な
ど
、
制
度
と
し
て

女
性
を
優
遇
す
る
仕
組
み
を
つ
く
る
の
で
は
な
く
、
多
く
の

方
が
立
候
補
で
き
る
よ
う
、
広
報
や
啓
発
活
動
な
ど
を
通
じ

て
、
女
性
を
含
む
多
様
な
候
補
者
が
立
候
補
し
や
す
い
環
境

を
整
え
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
結
論
付
け
た
。

・
委
員
長
報
酬

　

現
行
の
報
酬
区
分
と
は
別
に
、
新
た
に
議
会
運
営
委
員
会

及
び
常
任
委
員
会
の
委
員
長
区
分
を
設
け
、
８
千
円
を
上
乗

せ
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
特
別
職
報
酬
等
審
議
会
へ
の
諮
問

の
実
施
を
市
長
に
対
し
要
望
す
る
。

・
予
算
委
員
会

　

予
算
決
算
委
員
会
を
常
任
委
員
会
と
し
て
設
置
し
、
委
員

会
の
構
成
を
含
む
具
体
的
な
運
用
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
議

会
運
営
委
員
会
及
び
全
員
協
議
会
で
協
議
す
る
。
な
お
、
予

算
決
算
委
員
会
の
今
後
の
進
め
方
に
つ
い
て
は
、
鋭
意
調
査

検
討
を
重
ね
な
が
ら
、
継
続
し
て
審
議
を
行
う
。

議
会
改
革
特
別
委
員
会

委
員
長　

藤
井　

慶
峰

副
委
員
長　

樫
﨑　

政
治

委　
　

員　

福
田　

慧
一　

山
村　

保
夫

　
　
　
　
　

中
口　

俊
宏　

今
中　

真
之
助

　
　
　
　
　

佐
美
三　

洋　

浦
本　

晴
美

　
　
　
　
　

杉
本　

寛

最終報告書及び要望書提出
　９月４日（金）、第３回定例会閉会日に藤井慶峰議会改革特別委員長から野口修一議長へ議会改革特別委
員会最終報告書を提出しました。
　また、９月10日（木）、議長から市長へ、委員長報酬の新設に関する要望書を提出しました（上記参照）。

最終報告書の提出 光井正吾市長へ要望書の提出

10うと市議会だより　第95号



視察研修報告

視察研修報告

総務市民常任委員会

経済建設常任委員会

１　兵庫県豊岡市（令和８年７月14日）
・男女共同参画（ジェンダーギャップ解消）の取組について
　取組のきっかけは、2010年から2015年にかけて、市に戻ってくる若年女性の割合が男性の約半分となったことか
ら、課題解消に向けて取り組むことになりました。
　取組としては、①職場を切り口とした「豊岡市ワークイノベーション戦略」、②市役所の「キャリアデザインアクショ
ンプラン」、③まち全体の「豊岡市ジェンダーギャップ解消戦略」を主軸に、各主体で施策を推進しています。課題と
しては、背景に固定的な性別役割分担を前提とした仕組みや慣習が残り、短期間で成果が出ないことなどが挙げら
れました。
　宇土市でも、職場・地域・家庭等においてジェンダーギャップが存在している場面がありますが、これからの人
口減少社会には、選ばれるまちづくりのための施策が重要になることから、今後の参考となる視察となりました。
※ジェンダーギャップ：男女の違いにより生じる様々な格差
２　兵庫県朝来市（令和８年７月16日）
・地域自治協議会の取組について
　朝来市は、近年の人口減少の中、集落単位の自治会運営が困難に
なったことから、地域協働の指針を策定、行政区が中心となって地
域内の個人、団体、法人等が参画し、様々な地域課題を解決する「地
域自治協議会」を設置することとなり、市がサポートに入ることに
なりました。
　協議会の事業は、地域介護予防活動のほか、生涯学習事業、空き
家活用など、多くの地域課題に取り組んでいます。
　近年は、参画者の減少などの課題が生まれており、朝来市と地域
自治協議会が相互に補完しあい地域協働に携わることを目指してい
るとのことでした。
　宇土市でも地域活動に携わる人が減少し、今後のコミュニティの
あり方に警鐘が鳴らされる中、本研修でより危機意識を高めること
ができ、今後の地域づくりに生かせる研修となりました。

１　山口県宇部市（令和８年７月７日）
・コンセッション方式による公共下水道西部浄化センターの運営について
　宇部市では、下水道事業において、民間事業者に運営を委託する「コンセッション方式」を西部処理区で、令和８
年４月１日から導入しています。「コンセッション方式」は民間の技術力と経営ノウハウを最大限に活用できる仕組
みで、現在、全国的に導入が検討されている取組です。また、西部処理区の民間運営に対し、東部処理区は、これ
までどおり、市の直営を継続し、官民共創の「宇部市モデル」として注目されています。
　「コンセッション方式」を導入し、委託期間を長期化することで、安定的な管理・運営体制が図れることに加え、
維持管理の効率化や新技術の導入によるコストの削減が図れることが分かりました。本市においても、今後の下水
道事業の運営における一つの手段として、コンセッション方式による運営を検討する上で、大変参考となるもので
した。
２　島根県津和野町（令和８年７月８日）
・新規就農者や担い手の確保に向けた取組について
　津和野町では、全国的に課題となっている農業の担い手の確保に
おいて、独自の支援制度や、農業以外の収入で安定した生活を送り
ながら、自分の農業を見つける「半農半Ｘ」等の事業により、新規就
農者をはじめとした担い手の確保に努めています。
　また、新規に就農する際の「農業技術」、「住宅・農地」、「賃金」と
いう３つのハードルをクリアするため、津和野町就農プランのフ
ローに沿って、地域、ＪＡ、県が連携し、新規就農する希望者に対し、
全面的にバックアップしています。
　この他にも、新規就農者や研修生のための勉強会や交流の場であ
る「つわの百姓塾」を年に３回開催し、サポートの強化を図っていま
す。
　本市では、新規就農者を含め、担い手の離農が増加傾向にあるた
め、地域、ＪＡ、県の連携による支援策や農業研修生への支援など、
担い手確保に向け、とても参考となるものでした。

［視察研修参加者］浦本 晴美 副委員長
山村 保夫 委員／藤井 慶峰 委員／野口 修一委員
江河 一郎 総務部長／野口 泰正 企画財政部長
中山 好美 市民環境部長

［視察研修参加者］佐美三 洋 委員長
土黒 功司 副委員長／西田 和徳 委員／中野 洋一 委員
山崎 恵一 経済部長／渡邉 聡 建設部長
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１　京都府久世郡久御山町（令和８年７月６日）
・「全国一番の子育て環境のまちづくり」に向けた取組について
　久御山町では、令和６年度に策定された「久御山町こども計画」に基づき、「全国一番の子育て環境のまちづくり」
を目指しています。家庭や園、学校だけでなく地域全体で子育てをするため、①御牧校区をモデル地区として、ワー
クショップの開催や交流場所の提供などを実施する「みまきっこまんなか応援まちづくり事業」の推進や、②こども
の居場所を中心とした地域づくりの取組を支援する「地域子育て交流拠点支援事業」について重点的に取り組んでい
ます。
　本市では、「宇土市こどもどまんなか計画」に基づき、「こどもまんなか社会」の実現を目指しており、地域が一丸
となった子育て環境整備の参考となるものでした。

２　滋賀県守山市（令和８年７月７日）
・「読書日本一のまち」に向けた取組について
　守山市では、「読書が好き」という人であふれ、読書を通して豊かな生活、人生を送り、広く深く読書に関わるこ
とができる「読書日本一のまちづくり」を目指しています。そ
の一環として、市民との協働による魅力的ある図書館づくり
を推進しており、ボランティアである図書館サポート隊と共
に、演奏会や展示会、読書会の開催や、本の修理、おはなし
ボランティアなど様々な活動を通じて読書人口の増加を図っ
ています。
　そのほか、近隣病院との連携や、市ゆかりの作家による講
演会の開催などを通じて読書に親しむきっかけ作りにも取り
組んでいます。
　図書館の移転を予定している本市にとって、市民に愛され
る魅力的な図書館の実現、読書人口の増加を目指す上で参考
となるものでした。

１　広島県世羅郡世羅町（令和８年７月21日）
・議会だよりの編集・発行について
　世羅町議会だよりは、平成17年２月に創刊号を発行、現在８６号を発行しています。現在の形に大幅リニューア
ルしたのは令和７年１月の78号で、続く81号では、令和７年度町村議会広報全国コンクールで奨励賞を受賞しまし
た。大幅リニューアルの際、①読みやすく、わかりやすい紙面づくりを目指す、②町民の課題や意見を積極的に取
り入れる、③読者の関心が高いテーマや人気のある記事を充実させる、④議会だよりならではの情報を掲載する、
⑤継続的な改善を重ね、より良い紙面づくりに努める、の５つ編集方針を掲げて編集に臨まれています。さらには、
編集作業にAI を使った編集（誤字脱字のチェック、文章の言
い換え等）をされており、AI をうまく活用されていました。
発行に当たっては、広報公聴常任委員会の委員６人が主導し、
毎号議員自ら取材や、写真撮影、原稿作成及び編集作業など
を行われています。
　リニューアル後間もないということで、①住民と双方向の
情報発信ができていないこと、②編集作業の細かい取り決め
が不十分、③議会全体及び委員会の活動が不十分、④配布ま
での期間が長いことなどの課題はあるとのことでしたが、住
民目線で作成されている世羅町議会の議会だよりは、わかり
やすく読みやすい記事を目指しているうと市議会だよりの編
集に当たって、大変参考となる視察研修となりました。

［視察研修参加者］園田 茂 委員長／杉本 寛 副委員長
樫﨑 政治 委員／宮原 雄一 委員／今中 真之助 委員
小崎 憲一 委員／淵上 真行 教育部長

［視察研修参加者］今中 真之助 委員長／園田 茂 副委員長
佐美三 洋 副委員長
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市
長 第６４号 専決処分の報告及び承認を求めることについて

　専決第10号 令和８年度宇土市一般会計補正予算（第２号）について 承認 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第６５号 専決処分の報告及び承認を求めることについて

　専決第11号 令和８年度宇土市一般会計補正予算（第３号）について 承認 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第６６号 専決処分の報告及び承認を求めることについて

　専決第12号 令和８年度宇土市水道事業会計補正予算（第１号）について 承認 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第６７号 専決処分の報告及び承認を求めることについて

　専決第13号 令和８年度宇土市下水道事業会計補正予算（第１号）について 承認 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第68号 専決処分の報告及び承認を求めることについて

　専決第14号 令和８年度宇土市一般会計補正予算（第４号）について 承認 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第69号 令和７年度宇土市水道事業会計決算の認定について 認定 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第70号 令和７年度宇土市下水道事業会計決算の認定について 認定 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第71号 地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第72号 宇土市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を

改正する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第73号 宇土市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第74号 宇土市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例等の一部を改正する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第75号 宇土市企業立地特別奨励金条例の一部を改正する条例について 可決 13-1 ○ ○ 〇 〇 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ●

市
長 第76号 宇土市立幼稚園一時預かり保育条例の一部を改正する条例につ

いて 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第77号 令和７年度　準用河川船場川（南段原工区）改修工事請負契約の

変更契約の締結について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第78号 令和８年度宇土市一般会計補正予算（第５号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第79号 令和８年度宇土市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）につ

いて 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第80号 令和８年度宇土市介護保険特別会計補正予算（第１号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第81号 令和８年度宇土市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）に

ついて 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第82号 令和８年度宇土市水道事業会計補正予算（第２号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第83号 令和８年度宇土市下水道事業会計補正予算（第２号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第84号 宇土市教育委員会の委員の任命について 同意 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第85号 宇土市介護保険条例の一部を改正する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第86号 宇土市特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための

特別措置に関する条例について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第87号 令和８年度宇土市一般会計補正予算（第６号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第88号 令和８年度宇土市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）につ

いて 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第89号 令和８年度宇土市介護保険特別会計補正予算（第２号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － 欠 ○ ○

市
長 第90号 令和８年度宇土市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）に

ついて 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ － 欠 ○ ○

市
長 第91号 令和８年度宇土市下水道事業会計補正予算（第３号）について 可決 14-0 ○ ○ ○ ○ 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ － 欠 ○ ○

陳情第１号 地域社会に貢献するシルバー人材センターの決意と支援の要望
について 採択 12-2 ● ○ ○ ● 欠 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 ○ － 欠 ○ ○

※○＝賛成又は採択、●＝反対又は不採択、欠＝欠席、退＝退席、除＝除斥
※議長職の野口修一議員は、可否同数の場合のみ裁決するため、「－」と表示しています。
報告
報告番号 件　　　名

第１４号 令和７年度宇土市財政の健全化判断比率について

第15号 令和７年度宇土市水道事業資金不足比率について

第16号 令和７年度宇土市下水道事業資金不足比率について

第17号 債権の放棄について
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熊本県城南七市市議会議長会・知事との意見交換会
　７月 22日（水）、宇土市民会館大会議室において、熊本
県城南七市市議会議長会を開催しました。この会議は、県
南に位置する７市議会の議長と県下 14市議会議長会会長
で構成され、市議会相互間において情報交換や意見交換等
を行い、市や市議会の発展に寄与することを目的としてい
ます。
　今回は、持ち回りとなる宇土市で会議を開催し、熊本県
南地域における災害対策等について活発な議論が交わされ
ました。

　また、８月 24日（月）には、熊本県庁において、木村知
事と県下 14市議会の議長との意見交換会が行われ、城南七
市市議会議長会で決議した「熊本県南地域における災害対策
の強化について」を県南地域の要望として知事に伝えたほか、
７月 28日に発生した令和８年熊本地震に関する緊急要望を
実施し、被災地の早期の復旧・復興の実現と、産業の一刻も
早い回復を図るため、国・県による支援を強く要望しまし
た。

令和８年　第４回定例会会期日程
　第４回定例会の日程は、市議会ホームページを御覧に
なるか、議会事務局までお問い合わせください。広報う
と12月号にも掲載します。

・・議員辞職について・・
　令和８年８月12日付けで、村田宣雄議員から議長宛
てに議員辞職願が提出されました。同日、地方自治法第
126条の規定により、議長において許可されましたので
お知らせします。

　発災から3か月が経ち、皆さまの生活はいかがでしょ
うか。議会でも1日でも早い日常の再建を目指し努力い
たしますが、お困りごとがありましたら事務局やそれぞ
れの議員まで届けていただければ幸いです。
　さて、特集記事を始めて1年半。色々反響はありまし
たが、開かれた議会の一助となったのではと思います。
4年に一度の改選のため今回はお休みですが、新しい
広報委員会の顔ぶれは如何に。2年間ありがとうござ
いました。そして今後の議会だよりにもご期待ください。

広報委員会
　委員長／今中 真之助　筆頭副委員長／中口 俊宏
副委員長／園田 　茂　佐美三 洋

　委　員／樫﨑 政治　西田 和徳　浦本 晴美
　　　　　中野 洋一　杉本　 寛　土黒 功司

編 後集 記

市議会からのお知らせ
　市議会のホームページで、本会議（定例会・
臨時会）の会議録を公開しています。
［アドレス］https://www.city.uto.lg.jp/
　本会議の会議録（冊子）は、市情報公開コー
ナー、市立図書館で閲覧できます。
　なお、令和８年第３回定例会の会議録は、令和８年第
４回定例会以降に閲覧可能です。
［お問合せ］市議会事務局 0964-22-1111 内線234

議会を傍聴しませんか
　市議会では市民の皆さんの生活に密着した問題が審議
されています。身近な市政を知るために、是非一度傍聴
してみませんか。
◇本会議の傍聴席の定員は50人です。
◇委員会の傍聴席の定員は5人です。内容等により傍聴を
制限する場合がありますので御了承ください。

◇原則として、本会議、委員会は午前10時
開会ですが、議事の都合で変更する場合
があります。

◇傍聴の際は、注意事項をお守りください。

行政視察受入状況（令和８年７月～９月）

視察日 視察者及び
団体名 調査事項

７月２日 鹿児島県
南九州市議会

・防災体制及び災害時初動
体制の在り方について
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